
①上位の政策名 政策目標６ 科学技術と社会の新しい関係の構築を目指したシステム改革

②施策名 施策目標６－１ 産業を通じた研究開発成果の社会還元の推進

③主管課 （主管課）研究振興局 研究環境・産業連携課（課長：田中 敏）
及び関係課 （関係課）科学技術・学術政策局 調査調整課 科学技術振興調整費室（室長：増子 宏）

（課長名）

達成度合い又は進捗状況④基本目標
及び達成目標

基本目標６－１ （基準年度： 年度 達成年度： 年度） 一定の成果が上がっ12 22
産学官連携を強化するとともに、大学における知的財産の創出を刺激 ているが、一部につ

・活性化し、大学発の研究成果の産業化を拡充することにより、研究成 いては想定どおり達
果の社会還元を実現する。 成できなかった

達成目標６－１－１（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 進捗にやや遅れがみ12 22
大学発特許取得数を１０年間で１５倍に増加する。 られる

※国立大学法人化を踏ま

え特許の取扱いが変わる

ことを考慮

達成目標６－１－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 進捗にやや遅れがみ12 17
大学発特許実施件数を５年後に１０倍に増加する。 られる

※国立大学法人化を踏ま

え特許の取扱いが変わる

ことを考慮

達成目標６－１－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 一定の成果が上がっ14 19
大学等の産学官連携、知的財産、技術経営（ＭＯＴ）に係る専門知識 ているが、一部につ

や経験を有する人材を５年後に５倍に増加する。 いては想定どおり達
成できなかった

⑤ 各達成目標の 達成目標６－１－１
現 達成度合い 科学技術振興機構による技術移転事業等の各種施策の推進にともない、大学における特許取
状 （達成年度が 得件数については年々増加している状況である。現状の特許取得件数（３１２件）から判断し
の 到来した達成 て、１０年間で８８×１５＝１３２０件の目標達成度に対して、必ずしも順調であるとはいえ
分 目標について ない。なお、国立大学における特許等知的財産の取扱いについては、平成 年度からの国立16
析 は総括） 大学法人化を契機に原則個人帰属から原則機関帰属に転換することや、戦略的かつ組織的な知
と 的財産の創出・管理・活用をはかる大学知的財産本部整備事業等の推進により、件数は更に増
今 加する見込みであるが、上記の知的財産の機関帰属化を徹底するために、特許出願支援の充実
後 を図ることが必要である。

達成目標６－１－２
大学発ベンチャー創出推進事業やマッチングファンドによる共同研究推進等の研究費助成制

度の推進や技術支援機関（ ）の支援の増加等に伴い、増加傾向にある。現状の特許実施件TLO
数（５３１件）から判断して、５年間で１０５×１０＝１０５０件の目標達成度に対する進捗
状況は遅れている。なお、国立大学における特許等知的財産の取扱いについては、平成 年16
度からの国立大学法人化を契機に原則個人帰属から原則機関帰属に転換することや、戦略的か
つ組織的な知的財産の創出・管理・活用をはかる大学知的財産本部整備事業等の推進により、
件数は更に増加する見込みであるが、大学研究成果の技術移転を加速するため、大学シーズと
企業ニーズのマッチングを促進するための施策の充実を図ることが必要である。

達成目標６－１－３
目利き人材養成プラグラム、知的財産の専門人材育成ユニットの本格的な実施により、産学

官連携等の専門知識を有する人材の育成数は着実に増加。産学官連携コーディネーターについ
ても、前年度と同数を確保。昨年度の 倍、達成目標の 割に当たる人材を確保・養成してお2 4
り、現状の専門人材の育成・確保数（４４１件）から判断して、５年間で２１６×５＝１０８

。 、 （ ）０件の目標達成度に対して想定とおり達成していると考えられる しかし 技術経営 ＭＯＴ
、 、人材の育成という観点からみると 現在行っている目利き人材育成プログラムにおける内容は

技術経営（ＭＯＴ）に関する一般知識の習得に留まるものとなっているため、実践的に活躍で
きるＭＯＴ人材の育成をするための施策を講じる必要がある。

基本目標達成 平成 年度の基本目標の進捗状況については、特許取得件数及び特許実施件数の達成度合14
に向けての進 いにやや遅れがみられるものの、国立大学における特許等知的財産の取扱いが、平成 年度16
捗状況 からの国立大学法人化を契機に原則個人帰属から原則機関帰属に転換することや大学における

特許等を戦略的に活用する体制が整備されること等を前提に更に増加が見込まれるところ。
また、大学等の産学官連携、知的財産等に係る専門知識や経験を有する人材については、当

初想定していた水準を維持しているといえるが、ＭＯＴ人材については、育成の内容が一般知
識の習得に留まるものであり、質的に十分であるとはいえない状況である。

以上を総合的に勘案して、基本目標全体としては、一定の成果は上がっているが、一部につ
いては想定どおりには達成できていないと判断する。

今後の課題 平成 年度からの国立大学法人化を踏まえた知的財産の原則個人帰属から原則機関帰属へ16
（達成目標等 の転換が円滑に行われるよう文部科学省として大学における知的財産の戦略的活用体制構築に
の追加・修正 向けた取組を適切に後押していくことが重要。大学等の産学官連携、知的財産等、に係る専門
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及びその理由 知識や経験を有する人材数は、概ね順調に増加しているものの、特にＭＯＴ人材については、
を含む） 現状において質的に十分であるとはいえない。このため、大学と産業界が密接に協力し、産業

界の有する実社会での生きた経験と実践例に基づき、大学の有する知見・分析力・アイデア・
教育環境を活用し、生きたケーススタディー教材を開発し、講義・演習を行うことにより、Ｍ
ＯＴに関する即戦力人材の育成・確保を図ることが必要である。

評価結果の16 平成 年度からの国立大学法人化を踏まえた知的財産の原則機関帰属への円滑な転換や大16
年度以降の政 学等の知的財産の活用を促進するため、大学等に知的財産本部を整備する取組を平成 年度16
策への反映方 も引き続き実施する。また、大学の研究成果の特許化を促進するため、海外特許費用の支援を
針 強化する。さらに、目利き人材養成プログラムや、産学官連携コーディネーターの確保の充実

を図っていくとともに、平成１７年度予算概算要求において、産学連携によるＭＯＴ人材育成
プロジェクトに必要な経費を新たに要求する。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

88 144 182 312国立大学における特許取得件数 －
注１）（達成目標６－１－１関係）

105 231 349 531大学等発研究成果に基づく特許の実施件数 －
( ) ( ) ) )（達成目標６－１－２関係） 注２） ( (16TLO 25TLO TLO TLO31 36

216 441知的財産・産学官連携専門人材の確保・養成人数 － － －
注３）（達成目標６－１－３関係）

参考指標 大学発ベンチャー企業件数 集計中注４） 48 100 105 135

3,129 4,029 5,264 6,767 8,023国立大学等の民間等との共同研究件数

⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要 平成 年度15
（上位達成目標） 予 算 額

産学官共同研究の 経済社会ニーズに対応した産学官の共同研究を効果的に 百万円4,300
効果的な推進（科 促進するため、民間企業が自らの研究資金を活用し、大
学技術振興調整費 学、独立行政法人等の研究開発期間と共同で研究を行う）

場合に、当該研究開発機関に対してその分担に応じた経（達成目標６ １ １、- -
費を助成する仕組みを導入し、大学、独立行政法人等の達成目標６ １ ２）- -
研究開発機関の研究シーズと民間企業の研究ニーズの積
極的なマッチングを推進する。

大学発ベンチャー 大学等の優れた研究成果を企業化に結びつけるために必 百万円2,289
創出推進のための 要な「基礎研究」から「企業化」の間の研究開発資金に （運営費交付金
事業 ついて、リスクが高いことから十分な支援が行われてい を含む）

ない現状を脱却するため、ベンチャー企業の創出・事業（達成目標６ １ １、- -
展開に必要な研究開発を一貫して支援達成目標６ １ ２）- -

大学知的財産本部 大学において知的財産の創出・保護・活用を戦略的に実 百万円2,415
整備事業 施するための体制整備を図る
（達成目標６ １ １、- -

達成目標６ １ ２）- -

技術移転支援セン 大学等の研究成果の特許化等に必要な経費を支援すると 百万円1,562
（ ）ター事業 ともに、目利き（産学官連携、知的財産・ＭＯＴ（技術 運営費交付金

経営 ）人材養成等を行う（達成目標６ １ １、- - ）
達成目標６ １ ２、- -
達成目標６ １ ３）- -

新興分野人材育成 知的財産について専門的知識を有する人材を戦略的に養 百万円3,210
（知的財産 （科学 成するため、大学院修士相当人材養成及び社会人に対す の内数）
技術振興調整費） る再教育を行うユニットの設置を支援
（達成目標６ １ ３）- -

産学官連携支援事 大学等公的研究機関の産学官連携基盤の強化を図るため 百万円1,356
業 に、産学官連携を推進する際に不可欠な各種専門知識を

有する人材（産学官連携コーディネーター）を、大学等（達成目標６ １ ３）- -
のニーズに対応して配置

⑧備考 注１）平成１６年度からの国立大学法人化以降は原則機関帰属となることからカウント対象が
それまでの国有特許から機関特許に変更されることに留意。

注２）実施件数とは、特許の使用等について,企業と契約を結んでいる件数をいう。なお、平
成１６年度からの国立大学法人化以降はそれまでのTLO関連件数からTLOを含む大学法人
件数に変更されることに留意。

注３）科学技術振興機構の人材養成プログラム参加者、産学官連携コーディネーター、科学技
術振興調整費新興分野人材養成（知的財産）ユニットにおける養成者の合計。

注４）筑波大学等による調査

（施策目標６－１）135



施策目標６－１（産業を通じた研究開発成果の社会還元の推進）
平成１５年度の実績評価の結果の概要
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産学官共同研究の効果的な
推進（科学技術振興調整費）
４，３００百万円

大学発ベンチャー創出推進の
ための事業
２，２８９百万円（運営費交付
金を含む）

大学知的財産本部整備事業
・大学の知的財産の創出・管

理・活用体制の整備
２，４１５百万円

産学官連携支援事業
・産学官連携コーディネーター

を大学等に配置
１，３５６百万円

新振興分野人材養成（知的財
産）（科学技術振興調整費）
３，２１０百万円

技術移転支援センター事業
・特許出願等経費の支援
・目利き人材育成研修の実施
１，５６２百万円（運営費交付
金）

大学発特許取得件数や
大学発特許実施件数の
増加により、大学研究成
果の社会還元が促進され
た。なお、平成１５年度よ
り大学知的財産本部の整
備を開始したことや、平成
１６年度からの国立大学
法人化を契機に大学の研
究成果が原則機関帰属
に転換することから、特許
出願・実施件数は更に増
加することが見込まれる。

産学官連携や知的財産
等に係る専門人材を育成
するとともに、産学官連携
コーディネーターを大学
等に配置すること等によ
り、産学官の共同研究、
大学研究成果の民間企
業への技術移転、大学発
ベンチャーの創出等が促
進された。

＜達成目標６－１－１＞

大学発特許取得件数を１０年間で１５倍に
増加する。

→平成１５年度の大学発の特許取得件数
は、平成１２年度実績と比較して約３．５
倍であり、進捗にやや遅れが見られる。

＜達成目標６－１－２＞

大学発特許実施件数を５年後で１０倍に
増加する。

→平成１５年度の大学発の特許実施件数
は、平成１２年度実績と比較して約５．１
倍であり、進捗にやや遅れが見られる。

＜達成目標６－１－３＞

大学等の産学官連携、知的財産、技術
経営（ＭＯＴ）に係る専門知識や経験を
有する人材を５年後に５倍に増加する。

→平成１５年度の産学官連携等の専門
人材は、平成１２年度実績と比較して約
２．０倍であるが、ＭＯＴ人材育成に関し
ては質的に不十分な点があるため、一
定の成果が上がっているが、一部につ
いては想定どおりに達成できていないと
いえる。
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①上位の政策名 政策目標６ 科学技術と新しい関係の構築を目指したシステム改革

②施策名 施策目標６－２ 地域における科学技術振興のための環境整備

③主管課 （主管課）科学技術・学術政策局基盤政策課地域科学技術振興室（室長：田口康）
及び関係課 （関係課） 研究振興局研究環境・産業連携課（課長：田中敏）

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

基本目標６－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
地域の研究開発に関する資源やポテンシャルの活用や地域における科

学技術振興のための環境整備を行うことにより、我が国の科学技術の高 概ね順調に進捗
度化・多様化、ひいては当該地域における革新技術・新産業の創出を通
じた我が国経済の活性化を図る。

達成目標６－２－１（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
平成 年度までに、知的クラスターを１０拠点程度育成する。 概ね順調に進捗18

達成目標６－２－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
平成 年度までに、産学官連携の拠点となるエリアを１５～２０ヶ 概ね順調に進捗18

所程度育成する。

達成目標６－２－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
平成 年度までに、各事業を通じた大学等の産学官連携による研究 概ね順調に進捗18

開発を３割程度増加させる。

達成目標６－２－４（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
平成 年度までに、地域施策を通じた大学等の特許権の出願件数を 想定した以上に達成18

３割程度増加させる。

達成目標６－２－５（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
知的クラスター創成事業の実施地域で産業クラスターとの合同成果発 想定どおり達成

表会等を毎年開催する。

達成目標６－２－６（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
平成 年度までに、知的クラスター創成事業や都市エリア事業にお 概ね順調に進捗18

ける参加企業を増加させる。

達成目標６－２－７（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 18
平成 年度までに、すべての都道府県、政令指定都市が独自の科学 概ね順調に進捗18

技術政策大綱や方針を策定するように促す。

⑤ 各達成目標の 達成目標６－２－１
現 達成度合い又 平成 年度から開始した知的クラスター創成事業は、 年度において実施地域を１２地域14 15
状 は進捗状況 から 地域へと拡大するなか、各地域の事業に参画する企業 増加に加え、地域独自の研究15 の
の （達成年度が 成果から革新技術・新産業が生まれ始める等、国際競争力のある技術革新のための集積の形成
分 到来した達成 が着実に進捗してきている。
析 目標について
と は総括） 達成目標６－２－２
今 平成 年度から開始した都市エリア産学官連携促進事業は、各地域が自主的に策定した計14

15後 画に基づき 産学官の基盤整備 共同研究及び 研究成果育成事業の推進等に取り組んでおり、 、 、 、
の 年度における共同研究参加企業数、特許出願数等が増加するなど、概ね順調に進捗している。
課
題 達成目標６－２－３

年度産学官共同研究数については現在集計中だが、知的クラスター創成事業及び都市エ15
リア産学官連携促進事業が開始した平成１４年度に、産学官共同研究数は確実に増加している
など、各事業を通じて、大学等の産学官連携による共同研究開発は概ね順調に進捗してきてい
る。

達成目標６－２－４
年度開始当初の知的クラスター創成事業及び都市エリア産学官連携事業によって生じた14

特許件数と比較して、 年目である 年度の特許出願件数は３倍以上に増加しており、想定2 15
以上に増加している。

達成目標６－２－５
知的クラスター創成事業等と産業クラスター計画との合同成果発表会は、各地において、毎

年度実施されており、想定どおり達成できている。

達成目標６－２－６
平成１４年度における共同研究参加企業数に比べて、２年目である平成１５年度での参加企

業数は着実に増加しており、概ね順調に進捗しているといえる。
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達成目標６－２－７
平成１５年度に全都道府県が策定したことに加え、多くの政令指定都市も着々と科学技術政

策大綱や方針を策定し始め、昨年よりも策定が進んでいる。

施策目標（基 上記にあげた各目標の達成を通じて、研究開発能力の向上や産学官連携活動の体制整備が図
本目標）の達 られるとともに、地域における地方自治体、民間団体、大学等による革新技術・新産業の創出
成度合い又は につながるような独自の取組が展開されつつあることから、知的クラスター創成事業、都市エ
進捗状況 リア産学官連携促進事業等の地域事業により、基本目標の達成に向け、概ね順調に進捗してき

ていると言える。

今後の課題 １．地域科学技術施策推進委員会（科学技術・学術政策局長の私的諮問機関、座長：末松安晴
（達成目標等 国立情報学研究所長）において、平成１６年度政府予算案も踏まえ、知的クラスター創成事
の追加・修正 業の試行３地域を本格実施へ移行することが適当であるとするとともに、都市エリア産学官
及びその理由 連携促進事業の実施地域として新規に９地域を採択することが適当であるとした。
を含む）

２．同委員会においては、これまでの施策について評価を行うとともに、各地域に対する調査
を踏まえ、当面取り組むべき施策について報告書がとりまとめられた。その結果、以下のよ
うな課題が挙げられ、地域の主体性を重視しつつ、国としてこれらの課題に取り組んでいく
必要があるとされている。
①関係府省（特に産業クラスター計画）との連携の一層の強化
②クラスター形成活動のネットワーク化、広域化
③コーディネート活動の支援
④人材の育成・確保
⑤クラスター形成に向けた地域の国際的な活動の支援
⑥知的クラスター創成事業の平成１４年度開始１２地域の評価とその反映
⑦都市エリア産学官連携促進事業の平成１６年度終了地域の評価と今後の支援

３ 「安全・安心な社会の構築に資する科学技術政策に関する懇談会」報告書において 「安全． 、
・安心」に係る問題への対処のためには、地方自治体や地域コミュニティとの連携が重要で
ある等が指摘されるなど、地域科学技術振興の柱の一つとして「安全・安心」分野への対応
が求められている。

評価 結 果の １．平成１６年度より、知的クラスター創成事業の試行地域３地域を本格実施へ移行するとと
年度以降 もに、都市エリア産学官連携促進事業の実施地域として新たに９地域を採択し事業を実施し16

の政策への反 た。
映方針

２．上記 ①～⑦の課題に対処するため、平成１７年度以降、次の施策を講じていく。2.
①「政策群（科学技術駆動型の地域経済活性化 」を踏まえ、関係府省連絡会の開催、地域）
の推進協議会の活動強化等を通じた新たな連携プロジェクトを実施

②全国レベルのフォーラム等の開催、クラスター間の連携プロジェクトの実施 等
③ＪＳＴの研究成果活用プラザを通じたコーディネーター支援及び企業化研究開発資金確保
④知的クラスター創成事業等による長期インターンシップの実施、ＭＯＴ講座の開催等地域

の産学官連携人材育成のための支援、地域における理解増進活動との連携、
⑤地域のイニシアティヴによる国際交流促進
⑥中間評価結果を受けた計画の見直し及び資金の傾斜配分
⑦競争的環境の下、評価結果及び事業内容に応じた支援の継続

３．都市エリア産学官連携促進事業において、地域に密着した「安全・安心」に係るテーマを
積極的に実施する。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

知的クラスター創成事業実施拠点数 ― ― ― １２ １５

都市エリア産学官連携促進事業実施拠点数 ― ― ― １９ ２８
（達成目標６－２－２関係）

3,129 4,029 5,264 6,767 集計中産学官共同研究実施件数※１
（達成目標６－２－３関係）

特許出願数 ※２
（達成目標６－２－４関係） ― ― ― １２６ ４０２

―
知的クラスターと産業クラスタの合同会合数 ― ― ― １４ １９
（達成目標６－２－５関係）

知的クラスター創成事業と都市エリア産学官連携
促進事業における参加企業数 ― ― ― ３８６ ４３３
（達成目標６－２－６関係）

都道府県、政令指定都市における科学技術大綱等 ４０ ４４ ４６ ５０ ５３
の策定数
（達成目標６－２－７関係）※３
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平成15年度⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要
（上位達成目標） 予 算 額

知的クラスター創 地方自治体の主体性を重視し、知的創造の拠点たる大
成事業 学、公的研究機関等を核とし、関連研究機関、研究開発 百万円6,900

型企業等による国際的な競争力のある技術革新のための
集積（知的クラスター）の創成を目指す。 （１地域あ
たり年間約５億円＊５年間）

都市エリア産学官 地域の個性発揮を重視して、大学等の「知恵」を活用
連携促進事業 し新技術シーズを生み出し、新規事業等の創出、研究開 百万円3,100

発型の地域産業の育成等を目指す （１地域あたり年間。
約１億円×３年間）

⑧備考 ※１ 産学官共同研究数は、国立大学等と民間等との共同研究の実施件数
※２ 知的クラスター創成事業と都市エリア産学官連携促進促進事業から生じた研究の特許の

みを対象。
※３ 平成１６年度４月現在の都道府県、政令指定都市の数は６０。



施策目標６－２ 地域における科学技術振興のための環境整備
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達成目標 ６－２－３（平成１８年度達成）
各事業を通じた大学等の産学官連携による研究開発
を３割程度増加→概ね順調

達成目標 ６－２－４ （平成１８年度達成）
知的クラスター創成事業、都市エリア事業を通じた
大学等の特許権の出願件数の３割程度増加
→想定した以上に達成

達成目標 ６－２－５ （平成１８年度達成）
知的クラスター創成事業の実施地域で産業クラス
ターとの合同成果発表会を毎年開催→想定どおり達成

達成目標 ６－２－７（平成１８年度達成）
すべての都道府県、政令指定都市が独自の科学技
術政策大綱や方針の策定を促進→概ね順調

達成目標 ６－２－１（平成18年度達成）
知的クラスターを１０拠点程度育成
→概ね順調

達成目標 ６－２－２（平成18年度達成）
産学官連携の拠点となるエリアを１５～２０ヶ所
程度育成→概ね順調

達成目標 ６―２―６（平成18年度達成）
知的クラスター創成事業や都市エリア事業に
おける参加企業を増加→概ね順調

知的クラスター創成事業
6,900百万円

都市エリア産学官連携
促進事業

3,100百万円
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産学官連携

地域独自の科学技術
政策大綱や方針の策定
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①上位の政策名 政策目標 科学技術と社会の新しい関係の構築を目指したシステム改革

②施策名 施策目標６－３ 国民の科学技術に対する理解の増進及び信頼の獲得

（ ） （ ） （ ）③主管課 主管課 科学技術・学術政策局基盤政策課 課長：榊原裕二 ／計画官 計画官：川端和明
及び関係課 （関係課）生涯学習政策局社会教育課 （課長：竹下典行）

（課長名） 初等中等教育局教育課程課 （課長：常盤 豊）

④基本目標 達成度合い又は

基本目標６－３ （基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 18
理科・数学に重点を置いた教育課程の研究開発、実験・観察を重視し
た活動の推進及び学校と大学・研究機関等との効果的な連携方策や研究
者の業績発信等を推進し、児童生徒の科学的体験の機会を充実させると
ともに、これらについての知見を確立する。また、広く国民に向けたメ
ディアを活用した科学技術についての情報発信、科学館や科学系博物館
の活動強化を実現し、国民の科学技術に対する理解の増進及び信頼の獲
得を図る。

達成目標６－３－１（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗14 18
①理科・数学に重点を置いた教育課程の研究開発等を行うスーパーサ
イエンスハイスクールを指定し、その活動を支援することによって、理
科・数学教育について特色ある取組を推進し、成果の普及を図るととも
に、我が国の将来の科学技術を支える人材を育成する拠点のモデル形成
を図る。②都道府県単位のモデル地域を指定し、域内の小・中学校にお
いて、科学に対する知的好奇心や探究心、科学的な見方や考え方の育成
に取り組む科学技術・理科教育推進モデル事業を実施し、理数教育の充
実を図る取組を推進する。

達成目標６－３－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗14 18
①大学、研究機関、民間企業等と学校、教育委員会の連携によって行
われる実験等の取組や教員研修を支援し、児童生徒が科学技術や研究者
・技術者に触れる機会を充実させるあり方の調査研究、②研究者の情報
発信等のあり方について知見を得る等の科学技術・理科についての学習
支援手法の調査研究、を行うサイエンス・パートナーシップ・プログラ
ムを推進する。

達成目標６－３－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 17
研究機関等における最先端の研究成果等を学習素材として活用し、先
進的な科学技術・理科教育用デジタル教材や学校等にこれらを提供する
ためのシステムを開発し、開発手法について公開する。また、開発した
デジタル教材を用いた学習活動について評価を実施する。希望する教員
や各地域において成果の活用を図る。

達成目標６－３－４（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 18
ＴＶメディアを活用した科学技術番組を開発し、その普及を推進する
こと、また、科学館等における先駆的な手法を用いた科学技術に関する
展示の開発を行うとともに、その活用を推進することにより、国民に科
学技術についてわかりやすく伝える。

達成目標６－３－５（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 18
最先端の科学技術及び科学技術の理解増進に関する内外への情報発信

及び交流のための拠点として、日本科学未来館の整備・運営を行う。運
営に当たっては、各年度当たり５０万人以上の来館者数を確保する。

達成目標６－３－６（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 18
科学技術行政についても、広く国民等の多様な意見を募集するととも

に、その過程の公正の確保と透明性の向上を図る。

⑤ 各達成目標の 達成目標６－３－１
現 達成度合い又 スーパーサイエンスハイスクールを平成１５年度までに計５２校指定した（平成１４年度に
状 は進捗状況 ２６校、平成１５年度に２６校 。各校において理科・数学に重点を置いた教育課程の研究開）
の （達成年度が 発等が行われている。また、各学校における研究の進捗状況については、報告書の分析、実地

、 、 。分 到来した達成 調査 教員や生徒の研究発表・交流会や連絡協議会等の実施を通じて その把握に努めている
析 目標について 現段階でも、指定校からの報告に基づいて判断すると、生徒の学習意欲の喚起、進路意識の明
と は総括） 確化、学力の向上等が顕著な施策効果として認められる。
今
後 達成目標６－３－２
の 平成１５年度のサイエンス・パートナーシップ・プログラムにおいては大学、研究機関等と
課 学校、教育委員会との間の連携推進のため４００件のテーマについて支援等を実施した。参加
題 した児童生徒からの評価は「また、このような授業があったら、参加したいと思いますか」と

の質問に７割が前向きな回答が得られており好評である他、他の大学の取組を参考に全学的に
本事業に取り組む大学が見られる等、事業は順調に推移している。また、事業の周知のため全
国４ヶ所で行った「理科大好きシンポジウム２００３」には、現場の教員や大学関係者等から

（施策目標６－３）141



約３３０人の参加者を得た。これらの結果、連携プログラムの公募に対する申請も内容的な充
実を見せている。また、研究者の人物面に焦点を置いた映像を用いた調査等情報発信等のあり
方等についても調査研究を行った。

達成目標６－３－３
平成１５年度にデジタル教材を１２教材開発し、調査研究等を実施した。平成１４年度に試

験運用を開始したデジタル教材を学校等に提供するためのシステムの「理科ねっとわーく」の
利用者登録数も伸びている。モニターの教員と共同研究機関（７機関）を対象にしたデジタル
教材と提供するためのシステムのあり方についてのデータ収集を行っているところ。

達成目標６－３－４
、 。平成１５年度に科学技術番組を２４８本作成し サイエンスチャンネル等において提供した

先駆的展示開発に当たっては、積極的に展示テーマに関係する機関の協力、研究者等の参画を
得て開発を進めた。

達成目標６－３－５
平成１３年７月に開館した日本科学未来館は、参加体験型の展示や、インタプリター（展示

）、 。 、解説員 ボランティア等の解説等により最先端の科学技術に関する情報発信を行った また
白川博士等の研究者による講演会等を実施するなど研究者と一般の方々との交流の場として日
本科学未来館を活用したほか、友の会、ボランティアの増加に努めた。以上のとおり様々な活
動を推進し、平成１５年度は入館者が約６２万人に達した。

達成目標６－３－６
文部科学省ホームページのデザインが更新され、より見やすくよりわかりやすく情報を発信

できる体制が整えられた。文部科学省ホームページでは文部科学広報や各種審議会等の開催案
内 議事内容などの情報や 科学技術振興調整費で実施されている研究課題の成果を報じた 科、 、 「
学技術振興調整費ニュース」などによって研究開発の成果を掲載しており積極的に情報を発信
している。また文部科学省ホームページにおいてパブリックコメント、意見募集として広く国
民の多様な意見を募集している。

施策目標（基 平成１５年度の基本目標の達成度合いについては、各達成目標の達成度合いは概ね想定した
本目標）の達 範囲であったこと、既に着手している平成１６年度のサイエンスパートナーシッププログラム
成度合い又は の公募申請のうち、有識者会議において採択可能な件数が顕著に増加する等、学校、教育委員
進捗状況 会における各取組の認知も向上し、平成１６年度以降、各地域におけるさらなる施策の展開が

期待できることから、十分と判断。

今後の課題 各達成目標について、推進評価会議等を設置して実施している取組については、平成１５年
（達成目標等 度の成果を踏まえ、例えばスーパーサイエンスハイスクールについては実施校からのヒアリン
の追加・修正 グ調査等を踏まえると指定期間を長期化することでより効果的な取組が可能になると考えられ
及びその理由 ることから、５年間に指定を長期化する等人材育成施策としてより充実する等改善すべき点を
を含む） 明確にして推進する。また、科学技術振興機構において実施している施策については、事業の

継続的な実施・全国的な活動ネットワークの形成・学校教育等との連携等についての機構の機
関評価における提言を踏まえて推進する。

評価 結 果の 平成１５年度の調査研究の成果が概ね良好であること、総合科学技術会議人材専門調査会や
年度以降 科学技術・学術審議会人材委員会において、スーパーサイエンスハイスクールやサイエンス・16

の政策への反 パートナーシップ・プログラムの取組の更なる充実が求められていることから、必要な改善を
映方針 加えつつ事業の推進に努める。他に高校生の最も高い関心を示す研究分野に応じた取組を総合

科学技術会議の方針に従い着手する。また、科学技術番組の提供や日本科学未来館等の施策に
ついても今後の機関評価の結果を踏まえて学校教育との連携の強化等を着実に推進する。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

スーパーサイエンスハイスクールの指定期間は
３年間であり、研究開発の実情を勘案しつつ、検 － － － － －
討。
（達成目標６－３－１関係）

231 680サイエンス・パートナーシップ・プログラムの － － －
公募に対する主題申請件数（Ｈ 本格実施後の14
件数）
（達成目標６－３－２関係）

5869デジタル教材を提供する「理科ねっとわーく」 － － － －
の登録者数（Ｈ 年度末に開始） 人14
（達成目標６－３－３関係）

1047115科学技術番組をインターネットにより提供する － － － 349614
ホームページへのアクセス数（Ｈ ブロードバ 件 件14
ンド配信開始）
（達成目標６－３－４関係）

13 617090日本科学未来館への入館者数 年７月開館 － －（ ） 429361 579198
（達成目標６－３－５関係） 人 人 人

（施策目標６－３）142



（施策目標６－３）143

571 673 709プレス発表数 (科学技術・学術政策局、研究 － －
振興局、研究開発局)
（達成目標６－３－６関係）

⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要 平成 年度15
（上位達成目標） 予 算 額

スーパーサイエン 科学技術・理科・数学教育を重点的に行う学校をSSHと 百万円1,186
スハイスクールの して指定し、理科・数学に重点を置くカリキュラム開発
指定と支援 等を実施。
（達成目標 ）6-3-1

サイエンス・ 研究者を学校に招へいした実験等の講座の実施に対する 百万円円1,276
パートナーシップ 支援と調査研究等の実施。
・プログラム
（達成目標 ）6-3-2

先進的な科学技術 研究機関等の最新の研究成果を活用したデジタル教材の 百万円740
・理科教材用デジ 開発と提供の実施。
タル教材の開発
（達成目標 ）6-3-3

ＣＳ放送等の放送メディア（サイエンス チャンネル） 万円放送技術活用型コ 222
を通じて、一般家庭に直接配信するための様々なコンテンテンツ開発、科学
ンツを開発。館等の活動支援

（達成目標 ）6-3-4

日本科学未来館の 最先端の科学技術を紹介する情報発信の拠点（館長：毛 百万円3,085
整備・運営 利衛）の整備・運営。
（達成目標 ）6-3-5

⑧備考



施策目標６－３ 国民の科学技術に対する理解の増進及び信頼の獲得

達成目標６－３－１
スーパーサイエンスハイスクールを指定し、理科・数学教
育について特色ある取組を推進。→スーパーサイエンス
ハイスクールを平成１５年度までに計５２校指定等概
ね順調に進捗

達成目標６－３－２
科学技術・理科の学習支援手法の調査研究を行うサイエン

ス・パートナーシップ・プログラムを推進。→４００件の
テーマについて支援等概ね順調に進捗

達成目標６－３－３
先進的な科学技術・理科教育用デジタル教材及び提供する
システムを開発し、これらを活用した学習活動の評価を実

施すると共に成果の活用を図る。→デジタル教材を１２
教材開発し、調査研究を実施する等概ね順調に進捗

達成目標６－３－４
科学技術番組や科学館等における先駆的展示手法の開発と
活用を推進することで、国民に科学技術についてわかりや

すく伝える。 →科学技術番組を２４８本作成し、サイ
エンスチャンネル等において提供する等概ね順調に
進捗

達成目標６－３－５
最先端の科学技術及び科学技術の情報発信及び交流のた
めの拠点として、日本科学未来館の整備・運営を行う。
運営に当たっては、各年度当たり50万人以上の来館者数
を確保する。

→概ね順調に進捗
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メディアを活用するこ
とにより科学技術に
ついての情報発信及
びパブリックコメント
等の意見募集が積
極的に行われた。

＜達成目標６－３－６＞
科学技術行政についても、広く国民等の多様な意見を募集す
るとともに、その過程の公正の確保と透明性の向上を図る。

→科学技術に関するプレス発表数は増加傾向にあ
り概ね順調に進捗

科学技術振興調整費
ニュース、また各種審議
会等の開催案内、議事
内容を文部科学省ホー
ムページにて公開

科学技術に関するパブ
リックコメント、意見募
集を文部科学省ホーム
ページにて実施

スーパーサイエンス
ハイスクールの
指定と支援
１，１８６百万円

サイエンス・
パートナーシップ・
プログラム
１，２７６百万円

先進的な科学技術・
理科教材用デジタル教材
の開発
７４０百万円

理科・数学教育の
特色ある取組と人
材育成の取組が実
現。

科学技術や研究者
の生の姿に触れる
機会が充実

ＩＴを活用した科学
的現象の可視化等
によるわかりやす

い指導が実現

放送技術活用型コンテ
ンツ開発、科学館等の
活動支援
２２２百万円

日本科学未来館の
整備・運営

３，０８５百万円 国民の科学技術
に対する興味・関

心の喚起。
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